一般競争入札参加資格確認申請書

　　年　　月　　日

（あて先）京都市公営企業管理者上下水道局長

所在地（住所）
名　称（商号）
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　
一般競争入札に参加したいので、次により入札参加の申出をします。

なお、提出した書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

記

	１　入札件名
	

	２　施工場所
	

	３　配置予定
技術者
	別紙「技術者配置予定調書」のとおり

	４　提出書類
	⑴　一般競争入札参加資格確認申請書
⑵　入札金額に対応する積算内訳書

⑶　経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写し
⑷　施工実績調書
⑸　技術者配置予定調書
⑹　上記書類における添付資料

	５　連絡先
	（所属名）

	
	（担当者の氏名・電話番号）

電話　　　　－　　　　－

	６　その他
	


　

施　 工　 実　 績　 調　 書

会社名　　　　　　　　　　　　　　　
	工
事
名
称
等
	工事名称
	

	
	施工場所
	

	
	発注者名称
	

	
	契約金額
	円　

	
	工　　期
	　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	
	受注形態等
	単体　　・　　共同企業体（出資比率　　　　％）

	工
事
概
要
等
	施　設　名
	

	
	能　力　等
	

	
	工事内容
	

	
	そ　の　他
	


（記載に当たっての注意事項）
１　入札公告の入札参加資格に関する項目で示した工事の施工実績について記載すること。
２　２件以上の施工実績を記載する場合はこの用紙をコピーして使用すること。
３　施工中の工事については、施工実績の対象にすることができません。
４　記載した工事の施工実績については、これを証明するものとして次の書類を添付すること。
(1) コリンズ（工事実績情報システム）に登録されている場合にあっては、「登録内容確認書（工事実績）」の写し。それ以外の場合にあっては契約書（共同企業体の場合は、協定書を含む。）の写し。
(2) 特記仕様書その他設計図書等の写し（施工実績の内容が確認できるもの）。
技 術 者 配 置 予 定 調 書

入　札　件　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
会　　社　　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	技術者の種別
	□　監理技術者　　　　□　監理技術者補佐　　　　□　主任技術者

	技術者の配置期間
（注４）
	□　機器製作期間　　　□　機器製作期間及び現場施工期間

□　現場施工期間

	技術者の氏名   （注３）
	

	技術者が有する国家資格等・実務経験等
	監理技術者
	監理技術者資格者証

番号　　
	［添付書類（Ａ４判）］

・　監理技術者資格者証（表面・裏面）の写し
※　裏面に講習修了履歴の記載がない場合は、これに加えて監理技術者講習修了証の表面の写し
※　監理技術者資格者証で引き続き３か月以上の雇用関係を確認できないときは、他の確認書類（注２）の写し（代表者を配置するときは不要）

	
	監理技術者補佐

※　下欄にも記入
	１級の技術検定の第１次検定合格

名称　　

番号　　
	［添付書類（Ａ４判）］

・　国家資格等を証明できる書類の写し

・　引き続き３か月以上の雇用関係を確認できる書類（注２）の写し（代表者を配置するときは不要）

	
	監理技術者補佐
主任技術者

※　技術者の資格等によって記入範囲は異なります。

	国家資格等

名称　　

番号　　
	

	
	
	技術検定の第１次検定合格
名称

番号
最終学歴　　

実務経験　　　　　年　　　か月
	［添付書類（Ａ４判）］

・　実務経験証明書（写し可）

・　引き続き３か月以上の雇用関係を確認できる書類（注２）の写し（代表者を配置するときは不要）
・　実務経験１０年未満の場合は、卒業証明書、技術検定の第１次検定合格証明書等

	手持ち工事（ある場合）
	工事名称
	

	
	工事場所
	

	
	発注者名
	

	
	契約金額
	円

	
	工期
	　　　　　年　　　月　　　日　～　　　　　年　　　月　　　日

	
	従事役職
	□　現場代理人　　□　監理技術者　　□　監理技術者補佐　　□　主任技術者

	
	専任・非専任の別
	□　専任　　　　　□　非専任


注１　請負金額（税込）を４０００万円（建築一式工事８０００万円）以上とする場合は、入札参加資格確認申請日（入札公告で専任の開始日を別途指定している場合は当該の日）において、他の工事（本市以外が発注したものも含む。）に監理技術者又は主任技術者として配置されていない（予定がない）ことがコリンズ（工事実績情報システム）で確認できること。登録の遅れ等により直近のコリンズに反映されていない可能性がある場合は、コリンズの登録内容確認書を添付すること。また、工期内であるが既に検査が完了し合格している場合は、工期欄に完了日を補記すること。
注２　事業所名の記載がある健康保険証（保険者番号・被保険者記号番号等をマスキング）、住民税特別徴収税額通知書（特別徴収義務者用）、雇用保険被保険者証、健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書等（確認できる書類が全くない場合は、主任技術者に限り、３か月以上継続して直接雇用している旨の誓約書で代用可）
注３　技術者配置予定調書に記載された者と異なる者の配置は、死亡、傷病、被災、出産、育児、介護、退職等の真にやむを得ない場合で、同等以上の技術力を有する者への交代であるときを除いて認められない。また、工期中の交代は、次のいずれかの場合を除いて認められない。

(ｱ)　死亡、傷病、被災、出産、育児、介護、退職等の真にやむを得ない場合で、同等以上の技術力を有する者への交代であるとき。

(ｲ)　受注者の責によらない大幅な工期延長があった場合、工期が多年に及ぶ場合等で、工事の継続性、品質確保等に支障がなく、同等以上の技術力を有する者への交代であり、受発注者間で協議して合意したとき。
注４　機器製作期間において工場に配置する技術者と現場施工期間に現場に配置する技術者が異なる場合は、この用紙をコピーして記載すること。
（注１）








